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基発第 0331024号 
平成２１年３月３１日 

 
 都道 府県労働局 長 殿 
 

厚生労働省労働基準局長 
（公 印 省 略）   

 
 
 

作業環境評価基準の一部を改正する件等の施行等について 
 
 
 鉛中毒予防規則の一部を改正する省令（平成21年厚生労働省令第69号。以下「改正

鉛則」という。）、作業環境測定法施行規則の一部を改正する省令（平成21年厚生労働

省令第70号。以下「改正作環則」という。）、特定化学物質障害予防規則の規定に基づ

く厚生労働大臣が定める性能の一部を改正する件（平成21年厚生労働省告示第191号。

以下「改正特化物性能要件」という。）、作業環境測定法施行規則第54条第２号の規定

に基づき厚生労働大臣の定める基準の一部を改正する件（平成 21年厚生労働省告示第

192号。以下「改正測定機器基準」という。）、作業環境測定士規程の一部を改正する

件（平成21年厚生労働省告示第193号。以下「改正測定士規程」という。）、作業環境

測定基準の一部を改正する件（平成21年厚生労働省告示第194号。以下「改正測定基準」

という。）、作業環境評価基準の一部を改正する件（平成 21年厚生労働省告示第 195

号。以下「改正評価基準」という。）、鉛中毒予防規則第32条第１項の厚生労働大臣が

定める要件の一部を改正する件（平成21年厚生労働省告示第196号。以下「改正鉛稼働

要件」という。）、特定化学物質障害予防規則第８条第１項の厚生労働大臣が定める要

件の一部を改正する件（平成21年厚生労働省告示第197号。以下「改正特化物稼働要件」

という。）、石綿障害予防規則第16条第１項第４号の厚生労働大臣が定める性能の一部

を改正する件（平成21年厚生労働省告示第198号。以下「改正石綿性能要件」という。）

及び石綿障害予防規則第 17条第１項の厚生労働大臣が定める要件の一部を改正する件

（平成 21年厚生労働省告示第 198号。以下「改正石綿稼働要件」という。）が、平成

21年３月 31日に公布され、同年７月１日から施行又は適用（ただし、新規に管理濃度

を定めるニッケル化合物、砒素及びその化合物に係る事項その他については同年４月１

日）されることとなったところである。 
 ついては、今回の改正の趣旨、内容等については下記のとおりであるので、改正の趣

旨を十分に理解し、関係機関等への周知徹底を図るとともに、その施行に遺漏なきを期

されたい。 
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記  

 
第１ 改正の趣旨 
  今回の改正は、作業環境測定の対象となる化学物質について、厚生労働省労働基準

局において開催された管理濃度等検討会において、疫学調査などに基づく近年の化学

物質等の人体への影響についての医学的知見や作業環境測定技術の最新の状況等を

踏まえて見直し等の検討をしてきたところ、その検討結果が取りまとめられたことか

ら、今般、これを踏まえ管理濃度の改定等を行うとともに、その他所要の整備を図っ

たものである。 
 
 
第２ 改正の要点 
１ 管理濃度の改正等について（改正評価基準別表関係） 
   作業環境評価基準（昭和63年労働省告示第79号。以下「評価基準」という。）

においてニッケル化合物、砒素及びその化合物の管理濃度を新たに定めるとともに、

クロロホルム、シクロヘキサノン、テトラヒドロフラン、トリクロルエチレン、ト

ルエン、二硫化炭素、アクリルアミド、塩素化ビフェニル（別名 PCB）、臭化メチ

ル、弗化水素及び粉じんについて管理濃度の改定を行ったこと。 
 
２ 抑制濃度の改正について（改正特化物性能要件、改正特化物稼働要件、改正鉛則、

改正鉛稼働要件、改正石綿性能要件、改正石綿稼働要件関係） 
   ニッケル化合物、砒素及びその化合物について、局所排気装置の性能要件及び稼

働要件としての抑制濃度を新たに定めるとともに、アクリロニトリル、塩素、塩素

化ビフェニル（別名 PCB）、クロム酸及びその塩、五酸化バナジウム、シアン化カ

リウム、シアン化水素、シアン化ナトリウム、臭化メチル、重クロム酸及びその塩、

水銀及びその無機化合物（硫化水銀を除く）、トリレンジイソシアネート、ニトロ

グリコール、パラ－ニトロクロルベンゼン、 弗化水素、ベンゼン、マンガン及びそ

の化合物（塩基性酸化マンガンを除く）、 沃化メチル、硫化水素、硫酸ジメチル、

鉛及びその化合物そのほか石綿について、抑制濃度の改定を行ったこと。 
 
３ 測定方法の改正等について（改正測定基準関係） 
 (１) 簡易測定機器を用いる測定方法について 
   作業環境測定技術の進歩及び普及状況を踏まえて、作業環境測定基準（昭和 51

年労働省告示第46号。以下「測定基準」という。）第10条第２項から第４項まで

及び第 13条第２項から第４項までの規定による特定化学物質や有機溶剤の濃度の

測定の方法（簡易測定機器を用いる測定方法）として、検知管のほかに、検知管と

同等以上の性能を有する測定機器を用いることを認めたこと。 
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 (２) 試料採取及び分析方法について（測定基準別表関係） 
   ニッケル化合物、砒素及びその化合物が作業環境測定対象物質とされたことに伴

い、これらの物質の試料採取方法及び分析方法を新たに定めたこと。 
   また、既存の測定対象物質の一部についても、管理濃度改正により、試料採取方

法又は分析方法の見直しを行ったこと。 
 
４ その他 
   関連事項について、所要の整備を行ったこと。 
 
 
第３ 細部事項 
１ 管理濃度の改正等について（改正評価基準別表関係） 
（１） 管理濃度の改正等について、ニッケル化合物、砒素及びその化合物、クロロホ

ルム、シクロヘキサノンその他の11物質の管理濃度は、別紙の１管理濃度の表の

とおりであること。 
（２） 本改正のうち、ニッケル化合物、砒素及びその化合物については、労働者の健

康障害発生のリスクが高く、作業環境測定を行うべきとされたことから、新たに

管理濃度を設定したものであること。 
       既に作業環境測定の対象物質となっているクロロホルム、シクロヘキサノンそ

の他の11物質については、疫学調査などに基づく新たな知見（例えば、粉じん中

の有害成分である結晶質シリカについて、発がん性のリスクがあることが明らか

になったことなど。）が得られたことから、労働者の健康を守るために管理濃度

の引き下げを行ったものであること。 
（３） 新たな管理濃度に基づき作業環境評価を行った結果、気中有害物質の濃度の平

均値が同管理濃度を超えることとなる場合（第３管理区分）には、労働者に有効

な呼吸用保護具を使用させた後、作業環境の改善に必要な措置を講じさせるもの

であること。 
 
２ 抑制濃度の改正等について 
 (１)改正特化物性能要件及び改正特化物稼働要件関係 
   局所排気装置を設置する際の性能要件及び局所排気装置を稼働させる時の稼働要

件として、フードの外側における物質の濃度が、特定化学物質障害予防規則の規定

に基づく厚生労働大臣が定める性能（昭和50年労働省告示第75号）第１号別表及

び特定化学物質障害予防規則第８条第１項の厚生労働大臣が定める要件（平成 15

年厚生労働省告示第378号）第１号において示される抑制濃度を超えないようにし

なければならないこととされているが、今般、新たに対象物質とされたニッケル化

合物、砒素及びその化合物と、既に対象物質とされているアクリロニトリル等 20

物質の抑制濃度を、別紙の２抑制濃度の表のとおり設定又は改正したものであるこ
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と。 
 (２) 改正鉛則及び改正鉛稼働要件関係 
   局所排気装置を設置する際の性能要件及び局所排気装置を稼働させる時の稼働要

件として、フードの外側における物質の濃度が、鉛中毒予防規則（昭和 47年労働

省令第 37号）第 30条及び鉛中毒予防規則第32条第１項の厚生労働大臣が定める

要件（平成15年厚生労働省告示第376号）第１号において示される抑制濃度を超え

ないようにしなければならないこととされているが、今般、鉛及びその化合物の抑

制濃度を、別紙の２抑制濃度の表のとおり改正したものであること。 
 (３)  改正石綿性能要件及び改正石綿稼働要件関係 
   局所排気装置を設置する際の性能要件及び局所排気装置を稼働させる時の稼働要

件として、フードの外側における物質の濃度が、石綿障害予防規則第16条第１項第

４号の厚生労働大臣が定める性能（平成17年厚生労働省告示第129号）及び石綿障

害予防規則第17条第１項の厚生労働大臣が定める要件（平成17年厚生労働省告示

第131号）において示される抑制濃度を超えないようにしなければならないことと

されているが、今般、石綿の抑制濃度を、別紙の２抑制濃度の表のとおり改正した

ものであること。 
 
３ 測定方法の改正等について 
 (１) 改正測定基準第10条及び第13条関係 
   検知管方式による測定機器（簡易測定機器）を用いる測定方法として、検知管と

同等以上の性能を有する測定機器を用いる方法によることも認めたこと。 
   例えば、ホルムアルデヒドの測定については、検知管と同等以上の性能を有する

測定機器として、建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則第３条の

２第１号の表の第７号の下欄の規定に基づき厚生労働大臣が別に指定する測定器を

定める件（平成15年厚生労働省告示第204号）において指定する測定機器があるこ

と。 
 (２) 改正測定基準別表関係（試料採取及び分析方法について） 
   ニッケル化合物、砒素及びその化合物の試料採取方法及び分析方法を新たに定め

るとともに、アクリルアミド、臭化メチル及び二硫化炭素の試料採取及び分析方法

について、次のとおり見直しを行ったこと。 
・ニッケル化合物   試料採取方法は、ろ過捕集方法 （※オープンフェース面

速約19㎝/秒での捕集とする。） 
           分析方法は、原子吸光分析方法 
・砒素及びその化合物 試料採取方法は、ろ過捕集方法 
           分析方法は、吸光光度分析方法又は原子吸光分析方法 
・アクリルアミド   試料採取方法は、ろ過捕集方法及び固体捕集方法（組み合

わせで行うものであること。） 
・臭化メチル     試料採取方法は、これまでの方法のほか、固体捕集方法を
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追加 
           分析方法は、これまでの方法のほか、固体捕集方法にあっ

てはガスクロマトグラフ分析方法を追加 
・二硫化炭素     試料採取方法は、これまでと同じ 
           分析方法は、これまでの方法のほか、固体捕集方法にあっ

ては吸光光度分析方法又はガスクロマトグラフ分析方法を

追加 
 なお、三酸化砒素の試料採取方法及び分析方法については従前のとおりであるが、

測定基準別表第１においては、砒素及びその化合物に統合されたものであること。 
 
４ その他 
 (１) 改正作環則第２条第１号関係 
  測定基準第10条第２項から第４項まで及び第13条第２項から第４項までの改正

により、特定化学物質や有機溶剤の濃度の測定において、「検知管方式によるガス

又は蒸気の濃度の測定機器」のほかに「これと同等以上の性能を有する測定機器」

を用いることが可能となったことに伴い、作業環境測定法施行規則（昭和50年労働

省令第20号）第２条第１号において第二種作業環境測定士が分析の業務に用いるこ

とができるとされている測定機器についても、「検知管方式によるガス又は蒸気の

濃度の測定機器」に加え「これと同等以上の性能を有する測定機器」を用いること

を認めることとしたこと。 
(２) 改正測定機器基準第１号関係 
   測定基準第10条第２項から第４項まで及び第13条第２項から第４項までの改正

により、特定化学物質や有機溶剤の濃度の測定において、「検知管方式によるガス

又は蒸気の濃度の測定機器」に「これと同等以上の性能を有する測定機器」が追加

されたことに伴い、作業環境測定機関になろうとする者が登録申請時に有すべき機

器及び設備として、作業環境測定法施行規則第54条第２号の規定に基づき厚生労働

大臣の定める基準（昭和51年労働省告示第９号。以下「測定機器基準」という。）

第２号の表中、作業環境測定法施行規則別表第３号の作業場の項ホ及び作業環境測

定法施行規則別表第５号の作業場の項ニにおいて定められている「検知管方式によ

るガス又は蒸気の濃度の測定機器」について、「これと同等以上の性能を有する測

定機器」を追加し、これらのうち、いずれかを備えていることとしたこと。 
 (３) 改正測定士規程第２条及び第３条関係 
   ニッケル化合物、砒素及びその化合物が特定化学物質の第二類物質とされたこと

に伴い、作業環境測定士規程（昭和51年労働省告示第16号）第２条の表に定める

「別表第４号の作業場の作業環境について行う分析の技術」の試験の科目の範囲及

び作業環境測定士規程第３条の表に定める「別表第４号の作業場の作業環境につい

て行う分析の実務」の講習の科目の範囲に、それぞれニッケル化合物、砒素及びそ

の化合物を加えたこと。 
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 なお、三酸化砒素が、砒素及びその化合物に統合されたことに伴い、三酸化砒素

は削除したこと。 
 (４) 改正測定基準第４条関係 
   測定基準第４条第４号の屋内作業場における騒音の測定において用いる機器の性

能に関する規定について、日本工業規格Ｃ1502が廃止されたことに伴い見直しを行

い、「等価騒音レベルを測定できるものであること」としたこと。 
   「等価騒音レベルを測定できるもの」としては、日本工業規格Ｃ1509並びに旧規

格Ｃ1502及びＣ1505に定める規格に適合する機器並びにこれらと同等以上の性能

を有する機器が該当するものであること。 
 (５) 測定基準第10条第１項及び第13条第１項関係 
   測定基準別表第１又は別表第２の下欄に掲げる分析方法について、従前より「こ

れと同等以上の性能を有する分析方法」が認められているところであるが、同等以

上の性能を有する分析方法として、誘導結合プラズマ発光分光分析装置（ICP-AES）

及び誘導結合プラズマ質量分析装置（ICP-MS）を用いる分析方法があること。 
 
 
第４ 関係通達の一部改正 
１ 昭和51年２月18日付け基発第206号通達の一部改正（別添１参照） 
  昭和51年２月18日付け基発第206号「作業環境測定機関が設置すべき機器及び設

備を定める告示の施行について」の一部を次のように改正する。 
 
 ・記の２の（３）の表中「高速液体クロマトグラフ」の項の次に次のように加える。 

検知管方式によるガス

又は蒸気の濃度の測定

機器又はこれと同等以

上の性能を有する測定

機器 

作業環境測定基準（昭和 51年労働省告示第 46号）

第10条第２項各号に掲げる物の濃度を測定すること

が可能であるもの 
 

 
 ・記の２の（５）の表中「ガスクロマトグラフ」の項の次に次のように加える。 

検知管方式によるガス

又は蒸気の濃度の測定

機器又はこれと同等以

上の性能を有する測定

機器 

作業環境測定基準第13条第２項各号に掲げる物の濃

度を測定することが可能であるもの 
 
 

 
・記の３を次のように改める。 
（１）第１号及び第２号中「有する」とあるのは、「所有する」こと又は「占有する」

ことをいうものであるが、いわゆるリースのほか、随時他の者の有する機器等を



 - 7 -

利用することができる場合又は他の者と共同して機器等を備えている場合にも、

これらの機器等を有しているものとみなすものであること。 
（２）作業環境測定機関が設置する機器及び設備については、適切な作業環境測定を

実施するために必要な数を備え付けるよう指導されたい。 
 
２ 昭和51年２月18日付け基発第207号通達の一部改正（別添２参照） 
  昭和51年２月18日付け基発第207号「作業環境測定機関の登録等について」の別

紙１の表中「検知管方式の測定機器」を「検知管方式の測定機器又はこれと同等以上

の性能を有する測定機器」に改める。 
 
３ 昭和52年３月24日付け基発第163号通達の一部改正 
  昭和52年３月24日付け基発第163号「作業環境測定関係における質疑事項の回答

について」の別紙の２の問１及び問２を削除する。 
 
４ 平成17年３月31日付け基発第0331017号通達の一部改正 
  平成17年３月31日付け基発第0331017号「屋外作業場等における作業環境管理に

関するガイドラインについて」の一部を次のように改正する。 
 
・本文６(1)イ(イ) の項中「19、24、26、29、30、31の２若しくは 32に掲げる物」

を、「19、23の２、24、26、27の２、29、30、31の２若しくは32に掲げる物」に

改める。 
・本文６(2)イ(イ) の項中「19、24、29、30若しくは31の2に掲げる物」を、「19、

23の２、24、27の２、29、30若しくは31の2に掲げる物」に改める。 
・別表１を次のように改正する。 

 
別表第１ 測定対象物質と管理濃度等 

物の種類 管理濃度等 

１ 土石、岩石、鉱物、金属又は炭素の粉

じん 
 
 
 
 
 
 

次の式により算定される値 
 
 
 この式において、Ｅ及びＱは、それぞれ

次の値を表すものとする。 
 Ｅ 管理濃度 (単位 mg/m3) 
 Ｑ 当該粉じんの遊離けい酸含有率 （単

位 パーセント）  

２ アクリルアミド ０．１mg/m3 

３ アクリロニトリル ２ppm 
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４ アルキル水銀化合物（アルキル基がメ

チル基又はエチル基である物に限る。） 
水銀として０．０１mg/m3 
 

５ アルファ－ナフチルアミン及びその

塩 
－ 

６ 石綿（アモサイト及びクロシドライト

を除く。ただし、平成７年４月１日前に製

造され又は輸入されたアモサイト及びク

ロシドライトは含む。） 

５μｍ以上の繊維として０．１５本/cm3 
 
 
 

７ エチレンイミン ０．５ppm 

８ エチレンオキシド １ppm 

９ 塩化ビニル ２ppm 

１０ 塩素 ０．５ppm 

１１ オーラミン － 

１２ オルト－トリジン及びその塩 － 

１３ オルト－フタロジニトリル － 

１４ 塩素化ビフェニル(別名ＰＣＢ) ０．０１mg/m3 

１５ カドミウム及びその化合物 カドミウムとして０．０５mg/m3 

１６ クロム酸及びその塩 クロムとして０．０５mg/m3 

１７ クロロメチルメチルエーテル － 

１８ 五酸化バナジウム バナジウムとして０．０３mg/m3 

１９ コールタール ベンゼン可溶性成分として０．２mg/m3  

２０ ジアニシジン及びその塩 － 

２１ シアン化カリウム シアンとして３mg/m3 

２２ シアン化水素  ３ppm 

２３ シアン化ナトリウム シアンとして３mg/m3 

２４ ジクロルベンジジン及びその塩 － 

２５ ３，３′－ジクロロ－４，４′－ジ

アミノジフェニルメタン 
０．００５mg/m3 
 

２６ 臭化メチル １ppm 

２７ 重クロム酸及びその塩 クロムとして０．０５mg/m3 

２８ 水銀及びその無機化合物（硫化水銀

を除く。） 
水銀として０．０２５mg/m3 
 

２９ トリレンジイソシアネート ０．００５ppm 

３０ ニッケル化合物 (ニッケルカルボ

ニルを除き、粉状の物に限る。) 
ニッケルとして０．１mg/m3 
 

３１ ニッケルカルボニル ０．００１ppm 

３２ ニトログリコール ０．０５ppm 
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３３ パラ－ジメチルアミノアゾベンゼ

ン 
－ 

３４ パラ－ニトロクロルベンゼン ０．６mg/m3 

３５ 砒素及びその化合物（アルシン及び

砒化ガリウムを除く。） 
砒素として０．００３mg/m3 
 

３６ 弗化水素 ０．５ppm 

３７ ベータ－プロピオラクトン ０．５ppm 

３８ ベリリウム及びその化合物 ベリリウムとして０．００２mg/m3  

３９ ベンゾトリクロリド － 

４０ ベンゼン １ppm 

４１ ペンタクロルフェノール（別名ＰＣ

Ｐ）及びそのナトリウム塩 
ペンタクロルフェノールとして０．５

mg/m3 

４２ ホルムアルデヒド ０．１ppm 

４３ マゼンタ － 

４４ マンガン及びその化合物（塩基性酸

化マンガンを除く。） 
マンガンとして０．２mg/m3 
 

４５ 沃化メチル ２ppm 

４６ 硫化水素 ５ppm 

４７ 硫酸ジメチル ０．１ppm 

４８ 鉛及びその化合物 鉛として０．０５mg/m3 

４９ アセトン ５００ppm 

５０ イソブチルアルコール ５０ppm 

５１ イソプロピルアルコール ２００ppm 

５２ イソペンチルアルコール（別名イソ

アミルアルコール） 
１００ppm 
 

５３ エチルエーテル ４００ppm 

５４ エチレングリコールモノエチルエ

ーテル（別名セロソルブ） 
５ppm 
 

５５ エチレングリコールモノエチルエ

ーテルアセテート（別名セロソルブアセテ

ート） 

５ppm 
 
 

５６ エチレングリコールモノ－ノルマ

ル－ブチルエーテル（別名ブチルセロソル

ブ） 
 

２５ppm 
 
 

５７ エチレングリコールモノメチルエ

ーテル（別名メチルセロソルブ） 
５ppm 
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５８ オルト－ジクロルベンゼン ２５ppm 

５９ キシレン ５０ppm 

６０ クレゾール ５ppm 

６１ クロルベンゼン １０ppm 

６２ クロロホルム ３ppm 

６３ 酢酸イソブチル １５０ppm 

６４ 酢酸イソプロピル １００ppm 

６５ 酢酸イソペンチル（別名酢酸イソア

ミル） 
１００ppm 
 

６６ 酢酸エチル ２００ppm 

６７ 酢酸ノルマル－ブチル １５０ppm 

６８ 酢酸ノルマル－プロピル ２００ppm 

６９ 酢酸ノルマル－ペンチル（別名酢酸

ノルマル－アミル） 
１００ppm 
 

７０ 酢酸メチル ２００ppm 

７１ 四塩化炭素 ５ppm 

７２ シクロヘキサノール ２５ppm 

７３ シクロヘキサノン ２０ppm 

７４ １，４－ジオキサン １０ppm 

７５ １，２－ジクロルエタン（別名二塩

化エチレン）  
１０ppm 
 

７６ １，２－ジクロルエチレン（別名二

塩化アセチレン） 
１５０ppm 
 

７７ ジクロルメタン（別名二塩化メチレ

ン） 
５０ppm 
 

７８ Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド １０ppm 

７９ スチレン ２０ppm 

８０ １，１，２，２－テトラクロルエタ

ン（別名四塩化アセチレン） 
１ppm 
 

８１ テトラクロルエチレン（別名パーク

ロルエチレン） 
５０ppm 
 

８２ テトラヒドロフラン ５０ppm 

８３ １，１，１－トリクロルエタン ２００ppm 

８４ トリクロルエチレン １０ppm 

８５ トルエン ２０ppm 

８６ 二硫化炭素 １ppm 

８７ ノルマルヘキサン ４０ppm 
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８８ １－ブタノール ２５ppm 

８９ ２－ブタノール １００ppm 

９０ メタノール ２００ppm 

９１ メチルイソブチルケトン ５０ppm 

９２ メチルエチルケトン ２００ppm 

９３ メチルシクロヘキサノール ５０ppm 

９４ メチルシクロヘキサノン ５０ppm 

９５ メチル－ノルマル－ブチルケトン ５ppm 

９６ アントラセン － 

９７ 酢酸ビニル １０ppm 

９８ パラ－ジクロルベンゼン １０ppm 

９９ ビフェニル ０．２ppm 

備考 この表の右欄の値は、温度２５度、１気圧の空気中における濃度を示す。 
 
 
５ 昭和57年２月４日付け基発第85号通達の一部改正 
  昭和57年２月４日付け基発第85号「作業環境測定の記録のモデル様式について」

の一部を次のように改正する。 
 ・ 別添の「作業環境測定結果記録表及び作業環境測定結果報告書（証明書）」を、

次のように改正する。（別添３参照） 
 



保存  年                                   年   月   日 

                           報告書（証明書）番号              

 

作業環境測定結果報告書（証明書） 
 

              殿  

貴事業場より委託を受けた作業環境測定の結果は、下記及び別紙作業環境測定結果記録表に記載したとお

りであることを証明します。 

 

 測定を実施した作業環境測定機関 

① 名  称  

② 代表者職氏名 ㊞              

②-(2)作業環境測定結果

の管理を担当する者の氏

名 

                             

㊞ 

③ 所在地（TEL、FAX）  

④ 登録番号  ⑤作業環境測定に関する精度
管理事業への参加の有無 

無 

有 (   年度 参加 No.         )     

⑥ 連絡担当作業環境測定士氏名  ⑦登録に係る指定作業場の種類 第 1  2  3  4  5 

 測定を委託した事業場等 

⑧ 名称  

⑨ 所在地（TEL、FAX）  

記 

1． 測定を実施した単位作業場所の名称 ： 
2． 測定した物質の名称及び管理濃度 ： 
3． 測定年月日  （1日目）    年  月  日  （2日目）    年  月  日 

4． 測定結果 
測 定 日 1日目 2日目 1日目と2日目の総合 区分 

Ａ測定結果〔幾何平均値〕 Ｍ１＝  （ ） Ｍ２＝  （ ） Ｍ＝     （  ） Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ 

Ｂ測定値            （  ） Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ 

(  )内には単位〔ppm・mg／m3・f／cm3・無次元〕を記入 

管理区分 

（作業環境管理の状態） 

第 1管理区分 

（適 切） 

第 2管理区分 

（なお改善の余地） 

第 3管理区分 

（適切でない） 

 

 

 

 

 

 

 

                            報告書（証明書）番号             

  

作業環境測定結果記録表（Ａ 粉じん用） 
 

                           報告書（証明書）番号              

１ 測定を実施した作業環境測定士あｄｊかｌｆｊだｓ 

作業環境測定結果記録表(Ａ  粉じん用) 

【事業場記入欄】（以下については事業場の責任において記入すること） 
作成者職氏名  作成年月日 年  月  日 

 
（1）当該単位作業場所における管理区分等の推移（過去４回） 
測定年月日     年   月   年   月   年   月    年  月(前回) 
Ａ測定結果   Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ  Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ  Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ  Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ 
Ｂ測定結果   Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ  Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ  Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ  Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ 
管 理 区 分  第 1  第 2  第 3 第 1  第 2  第 3 第 1  第 2  第 3 第 1  第 2  第 3 
（2）衛生委員会、安全衛生委員会又はこれに準ずる組織の意見 
 
 
（3）産業医又は労働衛生コンサルタントの意見 
 
 
（4）作業環境改善措置の内容 



作業環境測定結果記録表(A  粉じん用) 
報告書（証明書）番号              

1 測定を実施した作業環境測定士  

 

２ 測定対象物質等 

粉じん則別 

表第2の号 

別区分 

 

 

鉱物等の 

粉じんの

名称 

 

 
⑮取扱量 ／月 

 

３ サンプリング実施日時 

⑲ Ａ測定 

日別 実施日 開始時刻（ｲ） 終了時刻（ﾛ） 時間（ﾛ）－（ｲ） 

1日目  年  月  日  時   分  時   分    分間 

2日目  年  月  日  時   分  時   分    分間 

⑳ Ｂ測定  年  月  日  時   分  時   分    分間 

 

４ 単位作業場所等の概要 

21単位作業場所No.  23 Ａ測定の測定点の数 1日目  2日目  

22 単位作業場所の広さ ｍ2 24 Ａ測定の測定値の数 1日目  2日目  

25 単位作業場所について 

（1） 有害物の分布の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 労働者の作業中の行動範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3） 単位作業場所の範囲を決定した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○11氏名 ○12登録番号 実施項目の別 

 － デザイン        サンプリング          分析 

          － デザイン        サンプリング          分析 

          － デザイン        サンプリング          分析 

          － デザイン        サンプリング          分析 

          － デザイン        サンプリング          分析 

⑬ ⑭ 

   1A-① 



26 併行測定を行う測定点を決定した理由 

(1) 粉じんの粒径の大きさ(特に、発じん時) 
 

 

 

 

 

(2) 気流の影響 
 

 

 

 

 

 (3) 発生源からの距離 

 

 

 

 

 

27 Ｂ測定の測定点と測定時刻を決定した理由 

(1) 発生源に近接する場所における作業 
 

 

 

 

 

(2) 濃度が最も高くなると思われる作業位置 
 

 

 

 

 

(3) 濃度が最も高くなると思われる時間 

 

 

 

 

 

28  Ａ測定点の数を5点未満に決定した理由 

(1) 単位作業場所の広さ 
 

 

 

 

(2) 過去における測定の記録 

 

 

 

 

28-(2) Ａ測定点の間隔を6ｍ超に決定した理由 

(1) 過去における測定の記録 
 

 

 

 

29 測定に係る監督署長許可の有無 

  有   （許可年月日  年  月  日  許可番号         ）    無   

 

1Ａ-② 



 

５ 全体図、単位作業場所の範囲、主要な設備、発生源、測定点の配置等を示す図面 

(5ミリ方眼) 

事業場名                            作業場名                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

2Ａ・Ｂ 

:プッシュプル 



６ 測定データの記録 

【Ａ測定データ】    

 1日目 2日目 1日目 2日目 

32 測定 

方法 

34 No. 

 

33 相対濃度 
(       ) 

 

35 質量濃度 
(mg/m3) 

 

33 相対濃度 
(        )  

 

35 質量濃度 
(mg/m3) 

32 測定 

方法 

34 No. 

 

33 相対濃度 
(       )  

 

35 質量濃度 
(mg/m3) 

 

33 相対濃度 
(       )  

 

35 質量濃度 
(mg/m3) 

1     11     

2     12     

3     13     

4     14     

5     15     

6     16     

7     17     

8     18     

9     19     

10     20     

【Ｂ測定データ】 

38 ＣB1                                  

ＣB2                                  

ＣB3                                  

 

７ サンプリング実施時の状況 

39 サンプリング実施時に当該単位作業場所で行われていた作業、設備の稼働状況等及び測定値に影響を 

 及ぼしたと考えられる事項の概要 

 

〔作業工程と発生源及び作業者数〕 

 

 

 

 

〔設備、排気装置の稼働状況〕 

 

 

 

 

〔ドア、窓の開閉、気流の状況〕 

 

 

 

〔当該単位作業場所の周辺からの影響〕 

 

 

 

 

〔各測定点に関する特記事項〕 

 

 

 

 

天 候      温 度    ℃ 湿 度    ％ 気 流     ～    m／s 

 

 

 

 

3Ａ  



８ 粉じん濃度の測定に使用した機器等  （1日目、2日目） 

  イ 分粒装置を用いるろ過捕集方法及び重量分析方法 

  ロ 相対濃度指示方法 

イ 
質量濃度 

測定 

41 サンプラーの 

   名称及び型式 
 

42 分粒装置の 

名称及び型式 
 

43 吸引流量  L/min 44 捕集時間 分間 

44-(2)天秤の機器名

及び型式（読取限度） 

 

（   mg） 

44-(3)ろ過材の

種類 
               

ロ 

相対濃度

測定 
(併行測定) 

45 使用機器名  46 型 式  

47 較正年月日 年  月  日 48 較正証番号   

48-(2)サンプリング時

間        分間 
       

  
           

相対濃度

測定 
(A・B測定) 

45 使用機器名            46 型 式            

47 較正年月日 

 
   年  月  日 

48 較正証番号  
           

48-(3)Ａ測定のサンプリング時間                  分間（  分間隔） 

 

９ 質量濃度変換係数の決定 

併行測定の実施 

 

51 相対濃度 
〔       〕 

53 捕集時間  分間 53-(2)   

粉じん量 
         mg 

52 質量濃度 mg／m3 54 質量濃度変換係数 Ｋ= 

過去の値

の利用 

 測定実施日 
相対濃度 

〔    〕 

質量濃度 

mg／m3 

捕集時間 

分間 

質量濃度 

変換係数 

相対濃度計の較正 

較正年月日 較正証番号 

1回目        

2回目        

3回目        

4回目        

59 質量濃度変換係数     Ｋ  = 

厚生労働

省労働基

準局長が

示す数値 

 

60質量濃度変換係数 

 

 

 

Ｋ  =   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4Ａ 



10 遊離けい酸含有率の測定 

61 測定方法 エックス線回折法（使用機器名及び型式：                  ） 

りん酸法    その他（                ） 

61-(2)自機関・外部委託 自機関   外部委託（委託機関名：                     ） 

(機関登録番号：                    ) 

(測定者：                       ) 

(測定士登録番号：                   )   

62 試料の種類 

  粒度調製方法  

浮遊粉じん      堆積粉じん     原材料 

再発じん法      液相沈降法     その他（           ） 

62-(2)定性結果 石英      クリストバライト     トリジマイト     なし 

62-(3)定量結果 石英： 

クリストバライト： 

トリジマイト： 

63 遊離けい酸含有率 Ｑ =       ％  

(石英   ％ ＋ クリストバライト   ％ ＋ トリジマイト   ％)           

63-(2) 分析日       年   月    日～    年    月  日(      日間) 

 

11 測定結果                            

 

 

 

Ａ測定 

区 分 1 日 目 2 日 目 Ｍ及びσ 

71 幾何平均値 Ｍ1＝      mg／m
3 Ｍ2＝      mg／m3 Ｍ＝         mg／m3 

72 幾何標準偏差 σ1＝ σ2＝ σ＝ 

73 第１評価値 ＥA1＝     mg／m
3 

74 第２評価値 ＥA2＝     mg／m
3 

Ｂ測定 75         ＣB＝     mg／m3       

 

12 評価 

79 評 価 日 年    月    日 

80 評 価 箇 所  21の単位作業場所と同じ 

評

価

結

果 

81 管 理 濃 度  Ｅ ＝3.0／（1.19Ｑ+1）＝         mg／m3 

82 Ａ 測 定 の 結 果     ＥA1＜Ｅ      ＥA1≧Ｅ≧ＥA2       ＥA2＞Ｅ 

83 Ｂ 測 定 の 結 果     ＣB＜Ｅ      Ｅ×1.5≧ＣB≧Ｅ      ＣB＞Ｅ×1.5 

84 管 理 区 分      第１          第２          第３ 

85 評価を実施した者の氏名  
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保存  年                                   年   月   日 

                           報告書（証明書）番号              

 

作業環境測定結果報告書（証明書） 
 

              殿  

貴事業場より委託を受けた作業環境測定の結果は、下記及び別紙作業環境測定結果記録表に記載したとお

りであることを証明します。 

 

 測定を実施した作業環境測定機関 

① 名  称  

② 代表者職氏名 ㊞              

②-(2)作業環境測定結果

の管理を担当する者の氏

名 

                             

㊞ 

③ 所在地（TEL、FAX）  

④ 登録番号  ⑤作業環境測定に関する精度
管理事業への参加の有無 

無 

有 (   年度 参加 No.         )     

⑥ 連絡担当作業環境測定士氏名  ⑦登録に係る指定作業場の種類 第 1  2  3  4  5 

 測定を委託した事業場等 

⑧ 名称  

⑨ 所在地（TEL、FAX）  

記 

1． 測定を実施した単位作業場所の名称 ： 
2． 測定した物質の名称及び管理濃度 ： 
3． 測定年月日  （1日目）    年  月  日  （2日目）    年  月  日 
4． 測定結果 

測 定 日 1日目 2日目 1日目と2日目の総合 区分 

Ａ測定結果〔幾何平均値〕 Ｍ１＝  （ ） Ｍ２＝  （ ） Ｍ＝     （  ） Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ 

Ｂ測定値            （  ） Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ 

(  )内には単位〔ppm・mg／m3・f／cm3・無次元〕を記入 

管理区分 

（作業環境管理の状態） 

第 1管理区分 

（適 切） 

第 2管理区分 

（なお改善の余地） 

第 3管理区分 

（適切でない） 

 

 

 

 

 

 

 

                            報告書（証明書）番号             

  

作業環境測定結果記録表（Ａ 粉じん用） 
 

                           報告書（証明書）番号              

１ 測定を実施した作業環境測定士あｄｊかｌｆｊだｓ 

作業環境測定結果記録表(B  特定化学物質、鉛、有機溶剤、石綿用) 

【事業場記入欄】（以下については事業場の責任において記入すること） 
作成者職氏名  作成年月日 年  月  日 

 
（1）当該単位作業場所における管理区分等の推移（過去４回） 
測定年月日     年   月   年   月   年   月    年  月(前回) 
Ａ測定結果   Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ  Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ  Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ  Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ 
Ｂ測定結果   Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ  Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ  Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ  Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ 
管 理 区 分  第 1  第 2  第 3 第 1  第 2  第 3 第 1  第 2  第 3 第 1  第 2  第 3 
（2）衛生委員会、安全衛生委員会又はこれに準ずる組織の意見 
 
 
（3）産業医又は労働衛生コンサルタントの意見 
 
 
（4）作業環境改善措置の内容 



作業環境測定結果記録表(B  特定化学物質、鉛、有機溶剤、石綿用)   
            報告書（証明書）番号               

1 測定を実施した作業環境測定士 

⑪氏名 ⑫登録番号 実施項目の別 

 － デザイン         サンプリング          分析 

         － デザイン         サンプリング          分析 

         － デザイン         サンプリング          分析 

         － デザイン         サンプリング          分析 

         － デザイン         サンプリング          分析 

 

2 測定対象物質等 

当該単位作業場所において

製造し、又は取り扱う物質 

⑬ 種  類 ⑭ 名  称 ⑮製造又は取扱量 

特1・特2・有1・有2・鉛・石・ 

その他 

        ／月 

                 ／月 

                 ／月 

⑯ 当該単位作業場所で行 
われる業務の概要 

 

⑰ 測定対象物質の名称                                      

⑱  成 分 

指数の 

計 算 

含有率（％）                                     

ｔ の 値                                      

成分指数    Ｆ＝ 

 

3 サンプリング実施日時 

 日 別 実 施 日 開始時刻（ｲ） 終了時刻（ﾛ） 時間（ﾛ）－（ｲ） 

⑲ Ａ測定 
1日目  年  月  日  時   分  時   分    分間 

2日目  年  月  日  時   分  時   分    分間 

⑳ Ｂ測定  年  月  日  時   分  時   分    分間 

 

4 単位作業場所等の概要 

21 単位作業場所No.  23 Ａ測定の測定点の数 1日目  2日目  

22単位作業場所の広さ ｍ2 24 Ａ測定の測定値の数 1日目  2日目  

25 単位作業場所について 

(１) 有害物の分布の状況 

 

  

 

 

 

 

 

(２) 労働者の作業中の行動範囲 

 

 

 

 

 

 

(３) 単位作業場所の範囲を決定した理由 

 

 

 

 

 1B-① 



26  併行測定を行う測定点を決定した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27 Ｂ測定の測定点と測定時刻を決定した理由 

(1) 発生源に近接する場所における作業 
 

 

 

 

 

 

(2) 濃度が最も高くなると思われる作業位置 
 

 

 

 

 

 

(3) 濃度が最も高くなると思われる時間 

 

 

 

 

 

 

28 Ａ測定点の数を5点未満に決定した理由 

(1) 単位作業場所の広さ 
 

 

 

 

(2) 過去における測定の記録 
 

 

 

 

28-(2) Ａ測定点の間隔を6ｍ超に決定した理由 

(1) 過去における測定の記録 
 

 

 

 

29 測定に係る監督署長許可の有無 

  有   （許可年月日  年  月  日  許可番号         ）    無   

 

 

 

 

 

1Ｂ-② 



５ 全体図、単位作業場所の範囲、主要な設備、発生源、測定点の配置等を示す図面 

(5ミリ方眼) 

事業場名                            作業場名                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

2Ａ・Ｂ 

:プッシュプル 



 6 測定データの記録( 1日目、 2日目 ) 

〔Ａ測定データ〕                        〔単位：ppm・mg/m3・ｆ/ ｃm3〕 

○30測定対象物
質の名称 

      

○31管理濃度等 Ｅ①＝ Ｅ②＝ Ｅ③＝ Ｅ④＝ Ｅ⑤＝ Ｅ＝ 1 

 

○34 № 
○35C① ○36

①

①

E
C
 ○35C② ○36

②

②

E
C
 ○35C③ ○36

③

③

E
C
 ○35C④ ○36

④

④

E
C
 ○35C⑤ ○36

⑤

⑤

E
C
 ○37

n

i i

i

E
C

1＝

 

1             

2            

3            

4            

5            

6            

7            

8            

9            

10            

11            

12            

13            

14            

15            

16            

17            

18            

19            

20            

〔Ｂ測定データ〕 

 

7 サンプリング実施時の状況 

39 サンプリング実施時に当該単位作業場所で行われていた作業、設備の稼働状況等及び測定値に影響を及ぼしたと考えられる
事項の概要 

〔作業工程と発生源及び作業者数〕 

 

 

〔設備、排気装置の稼働状況〕 

 

 

〔ドア、窓の開閉、気流の状況〕 

 

 

〔当該単位作業場所の周辺からの影響〕 

 

  
〔各測定点に関する特記事項〕 

 

 

 

天候          温度     ℃  湿度 ％ 気流       ～    ｍ/ｓ 

3Ｂ 

○38 
ＣB１            

ＣB２                                              

ＣB３                                              

コメント [y1]: 1日目、2日目を削除････
旧モデル様式と合わせた 

コメント [y2]: 「６ 測定データの記録」

のところでは、「無次元」の単位は要らない。

無次元はC/Eの場合に使用すると思われる
が、混合有機溶剤でもｐｐｍ表示であり、 
ｐｐｍと無次元の両方に○印を入れるのは

不自然と思われる。 
C/Eは計算の途中の値であり、単位は要ら
ない。 
ただし、「１１ 測定結果」のところには

「無次元」の単位は必要である。 



8 試料採取方法等 

○41 試料採取方法 直接・液体・固体・ろ過・検知管（        用）・その他（      ） 

○42 捕集剤、捕集器具
及び型式 

 ○43 吸引流量 L／min 

○44 捕集時間             分間（  分間隔） ○47 捕 集 量            L 

 

9 分析方法等 

○48 分  析  方  法 
吸光光度・蛍光光度・原子吸光・ガスクロマトグラフ・重量分析・計数・ 

高速液体クロマトグラフ・検知管・その他（                  ） 

 

○49 使用機器名及び型式  

49-(2) 分析日       年   月    日～    年    月  日(      日間) 

  

10 測定値（換算値）変換係数の決定（監督署長許可の場合のみ記入） 

1日目 

51 検知管指示値      ppm 53 捕集時間 分間 

52 測定値（換算値）     54測定値（換算値）変換係数     

2日目 
55検知管指示値 ppm 57 捕集時間 分間 

56測定値（換算値）        58測定値（換算値）変換係数  

 

11 測定結果                       〔単位：ppm・mg/m3・ｆ/ ｃm3・無次元〕 

Ａ測定 

区 分 1 日 目 2 日 目 Ｍ及びσ 

71 幾何平均値 Ｍ1＝      Ｍ2＝    Ｍ＝         

72 幾何標準偏差 σ1＝ σ2＝ σ＝ 

73 第１評価値 ＥA1＝     

74 第２評価値 ＥA2＝    

Ｂ測定 75         ＣB＝       

 

12 評  価 

79 評 価 日  年    月    日 

80 評  価  箇  所  21の単位作業場所と同じ 

評

価

結

果 

81 管  理  濃  度  Ｅ ＝                〔ppm・mg/m3・ｆ/ cm3・無次元〕 

82 Ａ 測 定 の 結 果      ＥA1＜Ｅ      ＥA1≧Ｅ≧ＥA2       ＥA2＞Ｅ 

83 Ｂ 測 定 の 結 果      ＣB＜Ｅ     Ｅ×1.5≧ＣB≧Ｅ      ＣB＞Ｅ×1.5 

84 管  理  区  分       第１          第２         第３ 

85 評価を実施した者の氏名  
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1 

作業環境測定結果報告書（証明書）記載要領 

ⅰ 本報告書は、測定を実施した単位作業場所ごとに発行すること。 

ⅱ 記載に当たっては、この記載要領を参照して測定結果を正しく記入すること。 

ⅲ 「報告書（証明書）番号」は、後日この番号により測定内容を追跡できるように番号を付けること。 

報告書（証明書）Ａ・Ｂ共通 

No. 

②-(2)作業環境測定結果を統括管理する作業環境測定士の氏名を記載すること。管理担当者には、作業環境測定インスト

ラクターなど一定以上の能力を有する作業環境測定士が望ましいこと。 

⑤  作業環境測定に関するデザイン、サンプリング及び分析技術に係る精度管理事業の参加の有無を記載すること。 

⑥ 事業場からの問い合わせに的確に回答できる当該単位作業場所の作業環境測定を実施した作業環境測定士名を記載

すること。 

1. 当該事業場（工場）で通常用いている作業場の名称を記入すること。 

2. 管理濃度の値は単位を付けて記入すること。（混合溶剤の場合には混合溶剤(主成分の物質名)を記載し、管理濃度は

換算値として「１（無次元）」と記載すること。） 

3．２日目の測定を実施しなかった場合は該当欄に※印を記載すること。 

4．・Ａ測定結果の１日目、２日目の欄にはＭ１、Ｍ２を、１日目と２日目の総合欄にはＭの値を記載すること。(1日のみ

の場合は、1日目と2日目の総合欄にはＭ１の値を記載すること。) 

・Ｂ測定値が定量下限の値に満たない場合には、定量下限の値を記入すること。 

・Ａ測定のみ実施した場合は、「Ｂ測定値」の欄に斜線を引くこと。 

・Ａ測定及びＢ測定の「区分」の欄は該当項目を○で囲むこと。 

   管理濃度をＥ、第１評価値をＥＡ１、第２評価値をＥＡ２として、ＥＡ１＜Ｅならば「Ⅰ」、 

ＥＡ１≧Ｅ≧ＥＡ２ならば「Ⅱ」、ＥＡ２＞Ｅならば「Ⅲ」、ＣＢ＜Ｅならば「Ⅰ」、 

Ｅ×１.５≧ＣＢ≧Ｅならば「Ⅱ」、ＣＢ＞Ｅ×１.５ならば「Ⅲ」が該当すること。 

  ・管理区分の欄は該当項目を○で囲むこと。 

［事業場記入欄］ 

作業環境測定機関が記入するのではなく、「安全衛生委員会、衛生委員会又はこれに準ずる組織の意見」、「産業医又は

労働衛生コンサルタントの意見」に、この測定結果を基に、今後、改善して行くべき点に対するそれぞれの立場からの具

体的方法等を記載させ、「作業環境改善措置の内容」には、その講じた措置の概要を具体的に記載するよう［事業場記入

欄］の作成者に説明すること。この際同一用紙上に記入できない場合には別紙として添付させてもよい旨について説明す

ること。 

１Ａ及び１Ｂページに掲げる表 

標題：作業環境測定結果記録表(Ｂ  特定化学物質、鉛、有機溶剤、石綿用)  

 

No. Ａ Ｂ 

⑪ 実施の項目別に業務に携わった測定士の氏名を記入する。 

⑬  特定化学物質等の第１類にあっては特１・第２類にあっ

ては特２を、有機溶剤の第１種にあっては有１・第２種

にあっては有２を、鉛にあっては鉛を、石綿にあっては

石を、これら以外の物質についてはその他を○で囲むこ

と。 

⑭ 当該作業場で発散する物質の名称をクレ

ー、タルク、カーボンブラック、石英、

亜鉛、アーク溶接ヒューム等具体的に記

入すること。 

通称「例えばクロム酸系顔料、ジアゾ染料、クリアラッ

カー、ゴム系接着剤等」を記入すること。 

⑮ Kg、L等単位も忘れずに記入すること。 

⑯ 欠番 鉛にあっては、安衛法施行令別表第４、有機溶剤にあっ

ては、有機則第１条第１項第６号に掲げる業務の記号を

記入すること。 

⑰ 欠番 特定化学物質にあっては、安衛法施行令別表第３、有機

溶剤にあっては、安衛法施行令別表第６の２に掲げる物

質の名称、「その他」に○をつけた場合には、これらに

準じて名称を記入すること。 

⑱ 欠番 29で有の場合、基発第461号通達「平成２年７月17日」

を参照して算出した値を記入すること。 

⑳ Ｂ測定値が２以上得られた場合には、そのうち最大の値が得られた日時等を記入すること。 

21 測定を実施した単位作業場所が分かるように番号等を記入すること。 

22 おおよその広さを記入すること。 

24 23の数と異なる場合のみ記入すること。記入しない場合には、「-」を記入すること。 

25 

 

デザインを実際に行った作業環境測定士が、次の事項を記述すること。 

(1)発生源の特定、有害物の拡散理由とその拡散範囲 

(2)発生源作業、それに付帯するすべての労働者の行動範囲 

(3)最終的に単位作業場所を決定した理由(有害物の分布の状況、労働者の作業中の行動範囲等を考

慮して決定した旨を記述すること) 

26 デザインを実際に行った作業環境測定士

が、次の事項を記述すること。 

デザインを実際に行った作業環境測定士が、決定理由

を記述すること。 



2 

粉じんの粒径の大きさ(特に、発じん時)、

気流の影響、発生源からの距離等を考慮し

て決定した旨を記述すること。 

27 デザインを実際に行った作業環境測定士が、次の事項を記述すること。 

(1)発生源に近接する場所における作業(近接する作業がない場合はその旨を記述すること) 

(2) 濃度が最も高くなると思われる作業位置 

(3) 濃度が最も高くなると思われる時間 

28 デザインを実際に行った作業環境測定士が、次の事項を記述すること。 

(1)単位作業場所の広さ 

(2)過去における測定の記録 

28–(2) デザインを実際に行った作業環境測定士が、次の事項を記述すること。 

(1) 過去における測定の記録 

 

29 作業環境測定基準第２条第３項、第10条第３項又は第13条第３項の規定に基づく所轄労働基準監

督署長の許可（以下「署長許可」という。）を受けている場合に記入すること。 

２Ａ及び２Ｂページに掲げる表 Ａ・Ｂ共通 

(1) 事業場名、作業場名を記入する。図面に関しては、測定実施時の単位作業場所及びその周囲との様子が理解できる

ように、「記号」を参照して、主要な設備、Ａ測定点、Ｂ測定点、併行測定点、局所排気装置のフードの位置、気流の

滞留状態、作業者の位置、単位作業場所の範囲、風速及び風向き等記入すること。また、必要に応じ、発生源、全体

換気装置、窓等の開口部等の位置等も記入すること。ただし、一つの作業場に単位作業場所が２以上ある場合には、

単位作業場所の位置関係が分かるような図又は単位作業場所の四方が仕切られていない場合には単位作業場所の周辺

の作業場が分かるような図を併記すること。この際、同一用紙上に記入できない場合には別紙として添付してもよい。 

(2) その他必要とする記号等は、記号のところに必ず記号と説明とを記入すること。 

(3) Ａ測定を同一測定点で繰り返し行ったときは、３Ａ及び３Ｂページの表の 34 中の測定点の番号と一致するように、

図面には次のように記入すること。 

  ⅰ 測定点が1点の場合･････････①～n 

  ⅱ 測定点が2点以上の場合は次のように記入する。 

                     

 

 

      ①～ｎ1         ｎ1＋1～ｎ2        ｎ2＋1～ｎ3 

       (記録表)                              (図 面) 

34  測定点番号   

      ①～２      ⑤～６ 

 

                     

                             

 

 

      ③～４ 

      ① 

      ２ 

      ③ 

      ４ 

      ⑤ 

      ６ 

 

 

                        図1  繰返し測定の記入例 

 

(4) 設備等があって測定が著しく困難な位置を除く場合には、その旨を（注）として記述すること。 

 

 

３Ａ及び３Ｂページに掲げる表 ３Ｂページに掲げる表のみ 

(1) ２日間測定を行う場合又は６物質（監督署長許可を受けている場合にあっては、５物質）以上の場合には、３Ｂペ

ージを２枚用いて記録すること。 

(2) 監督署長許可を受けている場合には、第1欄の30に(検)と、35Ｃ①に検知管の指示値を記入し、37 

i
1

i /E


n

i
C に測定値（換算値）を記録すること。 

 

No. Ａ Ｂ 

30 欠番 ⑰で記入した名称を記入すること。監督署長許可により検

知管を用いて測定を行った場合は、第１欄(検)と記入する

こと。 

31 欠番 作業環境評価基準（昭和63年労働省告示第79号）別表に

従って記入すること。 

:プッシュプル 

 

   設備 
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33 相対濃度の表示単位を記入すること。 欠番 

34 Ａ測定を同一測定点で繰り返し行ったときは、２Ａ及び２Ｂページの図面中の測定点の番号と一致してい

ること。監督署長許可により検知管を用いて併行測定を行った場合には、その測定点を○で囲むこと。 

35 相対濃度指示方法による測定の場合には、54

の値を用いて質量濃度を求めて記入するこ

と。 

各測定点における有害物質の濃度を記入すること。 

監督署長許可により検知管を用いて測定を行った場合、

「Ｃ①」欄を用いて検知管指示値を記入すること。 

36 欠番 各測定点における有害物質の濃度を各有害物質の管理濃

度で除した値を記入すること。監督署長許可を受けている

場合には、54の値を用いて換算値を求めて記入すること。 

37 欠番 各測定点における有害物質の濃度を各有害物質の管理濃

度で除した値の和を記入すること。 

38 2以上の測定点においてＢ測定を実施した場合には、その値をそれぞれ記入すること。 

39 ⑪の実際に測定した作業環境測定士が各項目について平易に記入すること。 

４Ａ及び４Ｂページに掲げる表 

 ４Ａページの「８粉じん濃度の測定に使用した機器等」の測定方法別に該当する箇所に記入をすること。ただし、イの

測定はすべての測定点で質量濃度を測定する場合であること。併行測定を行った場合には、イ、ロに記入する。 

２日間測定を行う場合には、４Ａページを2枚用いて記録すること。 

No. Ａ Ｂ 

41  該当する項目をすべて○で囲むこと。検知管を○で囲んだ

場合、（ ）内に使用した検知管を記入すること。その他

を○で囲んだ場合には、（ ）内に試料採取方法を記入す

ること。 

42  41で○をつけたすべての方法について記入すること。 

捕集袋による採取の場合には、使用した捕集袋の容量も記

入すること 

43 一つの試料の吸引流量を記入すること。（吸引流量が明らかでない場合は除く。） 

44 一つの試料の捕集に要した時間を記入すること。ただし、捕集時間が 10分未満の場合には、( )内に

試料空気の採取の間隔時間を記入すること。 

44-(2) 使用した天秤機器名と型式を記入するこ

と。また、(  )内には読取限度を記入する

こと。 

欠番 

44-(3) 使用したろ過材の名称と型式を記入するこ

と。 

欠番 

47 厚生労働省労働基準局長が指定する者によ

って較正された年月日を記入すること。 

一つの試料の捕集量を記入すること。 

48  該当する項目を○で囲むこと。その他を○で囲んだ場合に

は(  )内に分析方法を記入すること。 

48-(2) 併行測定時間を記入すること 欠番 

48-(3) 相対濃度計による一つのＡ測定点の測定時

間を記入すること。 

欠番 

 

49-(2) 欠番 サンプリング試料の前処理、分析等を実施した期間を記入

すること。また(  )内は実日数を記入すること。 

51 （ ）内には33で記入した単位を記入する

こと。 

 

52  混合有機溶剤の測定の場合は、換算値を記入すること。 

53 捕集時間を記入する。  

53-(2) ろ過材に捕集された粉じんの質量を記入す

ること。 

欠番 

54 

 

 混合有機溶剤の測定の場合は、換算値変換係数を記入する

こと。 

56 欠番 混合有機溶剤の測定の場合は、換算値を記入すること。 

58 欠番 混合有機溶剤の測定の場合は、換算値変換係数を記入する

こと。 

59 基発第462号通達（平成２年７月17日）の

記の第１の２に示す値を記入すること。 

欠番 

 

 

５Aページに掲げる表 

61 定性分析・定量分析に該当する項目を○で

囲むこと。その他を○で囲んだ場合には、

（ ）内に測定方法を記入すること。 

欠番 

61 –(2) 自機関または外部委託の場合は、該当する
項目を○で囲むこと。外部委託の場合は、

委託機関名等を記入すること。 

欠番 
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62 「試料の種類」、「粒度調整方法」のそれぞ

れについて該当する項目を囲むこと。 

欠番 

62-(2) 該当する物質を○で囲むこと。 

 

欠番 

62-(3) 定性分析で該当した物質の定量値を記入す

ること。 

欠番 

63 Ｑの値を求める場合には、計算に用いる各

物質の値を( )内に記入のうえ、計算するこ

と 

欠番 

63-(2) 遊離けい酸含有率の測定に係る前処理、分

析等を実施した期間を記入すること。また、

(  )内は実日数を記入すること。 

 

欠番 

71 評価値の計算に用いた「Ｍ」は、次式を用いて算出した値を記入すること。 

（２日間の場合） Ｍ＝√Ｍ１・Ｍ２又はlogＭ=(logＭ１＋logＭ２)/2 

（１日間の場合） Ｍ＝Ｍ１ 

72 評価値の計算に用いた「σ」は、次式を用いて算出した値を記入すること。 

（２日間の場合） logσ=√(log２σ１＋log
２σ２)/2＋（logＭ１－logＭ２）

２/2 

（１日間の場合） logσ＝√log２σ１＋0.084 

73 作業環境評価基準第３条に従って算出した第１評価値を記入すること。 

74 作業環境評価基準第３条に従って算出した第２評価値を記入すること。 

75 38に2以上の数値がある場合には、最大値を記入すること。ただし、定量下限の値に満たない場合は、

定量下限の値を記入すること。 

81  （ ）内は該当する項目を○で囲むこと。（混合有機溶剤

の場合は無次元を○で囲むこと。） 

82 該当する項目を○で囲むこと。 

83 該当する項目を○で囲むこと。 

84 該当する項目を○で囲むこと。 

85 評価を行った者の氏名を記入すること。 
 

 


